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　産業組合法による近代的協同組合が組織されて115年の歴史を経た今日、政

官一体となった「農協改革」という名で突きつけられた『改革』は、先進国ではあり

得ない協同組合を否定すると言っても過言ではない事態です。

　日本の農業協同組合はこれまで、さまざまな困難がある中、全国各地で多様な

取り組みと工夫や努力によって組合員農家を支え、農業と地域社会に根ざした組

織としての役割を果たしてきました。

　協同組合は、組合員の参加と利用、そして組合員による運営が基本となり、存

在意義を持っています。第24回研究会は、改めてＪＡの組織活動と事業運営の実

態を踏まえ、今後どう進むべきなのか、准組合員も含めたメンバーシップをどうして

いくのか、各地の実践事例をもとに議論しました。

「今改めて考えるJA改革と、組合員の
 運営参画と意思反映の実践方法」
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ここにあるのは、農業者大学校の最
後の入学生に対する、講義の締めの
言葉です。以前から新入生のための
特別講義をしており、10の提言をまとめ
ました。皆さんにも、大いに活用していた
だきたいと思います。

第１は『Challenge! at your own 
risk!』。「全力を挙げて挑戦せよ、そして
自己責任の原則をまっとうせよ」と、私な
りに訳しています。アメリカ中西部で農
業の継承に関する調査のとき、ある農
民に会って発したのが、この言葉です。
ほかの職業にも共通すると思っていま
す。

２番目は『Boys, be aggressive!』で
す。農林事務次官をやっていた東畑
四郎さんが、私が農政調査委員会とい
う研究所に入ったとき、いきなり言われ
た言葉です。先輩の偉そうなことなんか
聞かなくてもいいから、自分の信じるところ
を全力で、新しい路線をつくり上げてい
けということだと、私は考えております。

３番目は『農業ほど男女差のない産
業はない』です。かつての青森県ＪＡ
田子町の専務理事をされていた佐野
房さんから聞いて、腹にずんときた言葉

です。
４番目は『多様性のなかにこそ、真に

強靱な活力は育まれる。画一化のなか
からは弱体性しか生まれてこない』『多
様性を真に生かすのが、ネットワークで
ある』です。私は画一化ということが本
当に嫌いです。農協の組合員も、職員
も、本当に多様だと思います。いかにネッ
トワークを組み、新しい姿に突き進むか
が大事だと思います。

５番目は『ChangeをChanceに／
逆風が吹かなければ凧は揚がらない』
です。英語の辞書を引けば、右ページ
にChange、左ページにChanceと出て
きます。右から左へ、そういう精神でやっ
ていただきたいと思っています。

６番目は『ピンピンコロリ路線の推進
を』。私は高齢者を「高齢技能者」と
呼んできました。高齢者は単に年齢を
重ねてきたわけではなく、知恵と技能・
技術などを頭から足の先まで、五体にす
り込んで生きてきた人たちです。その智
恵と技能を地域興しに、農業生産に生
かしてもらいたいと、常々思っています。

７番目は『計画責任、実行責任、結
果責任』です。どんな仕事でも、この３つ

は基本だと思います。結果責任を明確
にすることから、新しい計画をどうするかと
いうことが非常に大事ではないかと思い
ます。

８番目が『皆さん、全員、名刺を持と
う』です。農家の皆さんに全員、美しい
楽しい名刺を持たせたら、組合員の中
から変わっていくと思います。

９番目は『農業６次産業化ネットワー
クを推進しよう』です。今から23年前、
私は農業の６次産業化ということを言い
ました。当初は足し算でしたが、３年半
後、１×２×３＝６といたしました。結果は同
じですが、１次産業がゼロ、つまり農業
がなくなれば、いくら掛けてもゼロだという
ことを強調したかったためです。

最後の10番目は『所有は有効利
用の義務を伴う』『農地は子孫からの
預かりものである』です。農地は先祖か
らの預かりものというのは当たり前です。
まだ生まれていない子孫から預かって
いる。この精神を失ったら駄目なので
す。農協は今こそ、この理念に立ち返り、
地域農業の活力を取り戻すべく、多彩
な活動を行う責務があると思っていま
す。

代表　今村　奈良臣
JA人づくり研究会

代表あいさつ
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私が組合長になったのは4年前で、
２期と１年を過ぎたところです。農家、組
合員、そして地域とともに歩むＪＡひだ。こ
れを大命題として、職員とお互いに意
思を確認し合い、今日に至っています。

当ＪＡの主な販売物は、トマト、ホウレ
ンソウ、畜産です。トマトは2014年は洪
水で7、8億円減少しましたが、通常は
35億円ほどです。ホウレンソウは約45
億円。畜産は和牛肥育で約70億円
です。

今日の結論にもなりますが、生産者
組織の育成を大命題として従来から
取り組んでいます。生産者組織の育成
に、資金や職員など大きな投資をして
います。

営農指導員12人、ＴＡＣ２人を準備
しています。そのほか、やはり畜産が大き
く、飛騨牛の生産協議会には66会員
がいて、畜産課に事務方も含めて職
員16人を配置しています。

部門分析をすると、畜産は抜いて、
指導関係の人件費が約２億円。そし
て指導に投下している資金が5,000万
〜6,000万円。こうした育成活動に人
材を投下しています。

組織別に見ると、飛騨蔬菜出荷組
合がトマト、ホウレンソウのまとめ役です。
肉牛の生産協議会は70億円ほどの
肥育を取りまとめています。しかしながら、
協議会のメンバーは高齢化し、だんだ
ん戸数が減っています。子牛価格の
高騰や飼料高で畜産経営は大変厳
しい状況です。

青年部、女性部、そして改良組合、
これは農事組合だとか、いろいろな名
前で言われているものです。稲作協議
会、そして、果実出荷協議会、花、や
まっこ、豚、水産、養鶏、山椒、ぶどうな
ど、さまざまあります。

各支店に、支店運営委員会を設け
ています。協議会は今、年に２回程度
しか開いておりませんが、もう少し回数
を多くしたいと思っています。36人の役
員も少し減らして、非常勤役員に地域
を２、３カ所、担ってもらいつつ、委員会
を充実していきたい。准組合員や正組
合員、いろんなメンバーに入っていただ
くことによって、地域を担っている方の
応援を得ていきたいと思っております。

ただし、下呂地区は、全国有数の
温泉地であることから旅館経営者が
多く、他の地区と比較して准組合員の
占める比率が高くなっています。農協の
金融店舗、Ａコープ店舗がなければ、
衰退しかねない地域で、みどり会という
組織をつくって、金融やその他の面で
協力し、厳しい意見もいただきながら、Ｊ
Ａがしっかりと担っていく考えです。

そして、農業生産組織連絡協議会
です。これまで紹介した組織の協議会
を設けて、全体を網羅しておくもので
す。このほか、青色申告会や、金融関
係等の組織もあります。

営農関係、生産者の関係組織は、
多くは協議会方式をとって、その下部

に地区の部会、また組合があります。こ
れらをしっかりと農協がフォローしていく。
例えば、トマトの選果場をつくったときも、
トマト部会の皆さんと相当な協議をし
ながら、選果場をつくりました。次は、野
菜の集荷場を計画していますが、ホウ
レンソウは中継基地の必要性を検討
したり、パート不足のために農家で集
約して袋詰め作業等ができないかと検
討したりしているところです。

そして、販路拡大です。総会や役員
会などには、必ず全農の担当者、そし
て市場からも来てもらって、販路拡大に
向けたいろいろな意見交換をしていま
す。市場の状況により、どういう姿をつく
ることで販路拡大できるのか、飛騨の
農産物の値を高めてもらえるかというこ
とについて相当協議し、今に至ってい
ます。

また、県の助成をいただいて、飛騨
市にトマトの研修施設を設けました。岐
阜にイチゴの研修施設があり、ぜひトマ
トの研修施設がほしいという生産者の
要望を受けて準備をしました。研修生
は、地元から１人、岐阜市と美濃加茂
市から２人が就農に向けて研修してい
ます。来年も応募があり、今後何とか増
やしていきたいという思いです。このほか
にも、県が指導農業士という制度を設
けており、飛騨で30人います。そこへ研
修生が入って指導を受け、後継者を
育成します。ＪＡひだとしてもしっかりと応
援していく考えです。

高齢化と少子化は、大きな課題で
す。農協改革でうたわれている販売力
の強化は、これまでも課題として取り組

「ＪＡひだにおける事業改革と
 人づくりの現状と課題」

駒屋　廣行　氏
ＪＡひだ　代表理事組合長

―広域ＪＡとして、組合員のメンバーシップ強化に
　　　　　　　向けた組織活動の支援、事業運営―

事例発表１

生産者組織育成を重視
支店単位で地域を支援

生産組織はＪＡがしっかりと
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んできましたが、今一度しっかりと足固
めをしていきたいと取り組んでいます。

JAと全農岐阜でほぼ100％出資す
る、飛騨ミート農協連をつくっています。
この飛騨ミート農協連は、飛騨牛の食
肉市場の役割を果たしており、このた
び、ＥＵへの出荷の認可を受けました。
さらにアメリカ、カナダ、こちらも認可が
得られたということです。これを受けて、
日本一の衛生環境を持った食肉セン
ターを維持して、輸出拡大を進めてい
きたいと考えています。

また、当ＪＡの100％子会社、ＪＡグ
リーンは、飛騨牛を食べていただける
店「味蔵」をオープンしました。観光客
に、飛騨牛の本場で本物の飛騨牛を
食べてほしいと思っています。高山の観
光客は2014年が約400万人でした。
外国人も30万人近くいます。観光協会
とも協力して、取り組みを進めなければ
ならないと思っています。

また、グリーン・ツーリズムにより、名古
屋などから多くの方に来ていただいてい
ます。田植えや稲刈り、陶芸教室など、
JAが指定管理を受けた荒城農業小
学校で行っています。

最後は、生産者組織を維持してい

く上で、若い人たちの意識の変化が
課題となっています。さまざまな金融機
関が農業融資に精力的に取り組んで
おり、生産者と企業等のビジネスマッチ
ングが進んでいます。若い人の中には、
自分で生産し、自分で売り、自分で回
収までやりたいという生産者が多い状
況です。これに対して、われわれＪＡはど
ういう役割を果たしていけばいいのか、
今、若い人たちと議論しています。

私どもはこれまで、飛騨ブランドという
ものをつくってきました。生産者の皆さん
とＪＡ、行政が一体となってつくってきた
ものです。これからも、がっちりとスクラム
を組んでいくべきではないかと訴えてい
るところです。

こうした中、2015年４月に営農販売
戦略室と融資事業の対策室の２つの
部署を設けました。販売戦略室は、系
統組織をゆだねずに、新たな販路を
見つけていきたいという生産者に、しっ
かりと対処ができるように進めているとこ
ろです。しかしながら、物流や資金の
回収などが、大きな課題となっています。
これに対して、直売に向けた取り組み
を2014年より準備し、2015年４月にス
タートさせました。今後、これをもっと増や
して、飛騨ブランドを強めていきたいと
思っております。

また融資の対策室は、前に進める
部分と、後ろの部分と、両面を持ってい
ます。ＪＡ管内の一部には、過大債権
を抱えている地域があり、岐阜県一悪
いリスク債権比率ということで不名誉な
ところなのですが、これを何とか解消し
たい。

もう一つは、組合員数は30戸ほどの
専門農協ですが、プラントが大きいもの
ですから、これも大きな課題を抱えてい
ます。私どもが融資しているものですか
ら、大きな課題を持っているわけです。こ
ういうところにしっかりと対処できる部署
として、取り組みをいたしているところで
す。

そして、前を向いた話では、ファンドを
活用した取り組みだとか、農業融資を
しっかりと掘り起こしていく。ＴＡＣや営
農指導員と一緒に、金融職員が農家
回りをできるような連携をしっかりと進め
ています。

10月14、15日に開かれたＪＡ全国大
会で、ＩＣＡの会長が「参加のない組
織、これは大きな課題だ」とおっしゃって
いました。われわれも、参加させる努力
を、もっともっとしていかなければならない
のではないかということを感じました。

若手生産者をＪＡに

融資でサポート

飛騨牛をアピール
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ＪＡ三次の組合員育成について、
人づくり、組合員拡大や女性部につい
ての組織基盤拡大、それから集落法
人、ＪＡ直営の法人という柱立てで、お
話しします。

当ＪＡは、島根県境に接する広島
県のＪＡです。主要産物は米で、アス
パラガスやピーマン、小菊、大豆「丹
波黒」、和牛もあります。米の販売がこ
ういう状況ですから、農産物の直売に
力を入れているところです。正組合員
は１万2,000人、准組合員は7,400人
ほど。准組合員には、女性が3,000人
ほど含まれています。

職員育成には「活力ある人づくりの
基本方針」を掲げています。職員育
成は、３つの視点から進めています。１
つは、組合員・利用者の視点です。組
合員から見て信頼できる、期待に応え
られる職員像です。２つ目は、職員の
視点です。常に情熱を持って行動す
る職員です。いわゆる熱い職員、気持
ちの熱い職員です。３つ目は、役員・経
営者の視点です。経営者が求める職
員で、ともに経営理念を持って、創造
性豊かな実践をする職員です。こうし
た考え方で、人づくりを進めています。

では、どのように人づくりを進めていく
か。合併後、基本的には、これまで高
卒を採用しておりませんでしたが、人
手不足等で昨年度より一部高卒新
採用を広げております。若い優秀な職

員の採用は、われわれの田舎でも大
変厳しくなっています。そうした中、個々
の職員を適正に評価して、きちんと人
事管理制度に結びつけつつ、いろん
な研修制度と組み合わせることで、職
員の育成を進めているところです。

特に、当ＪＡでは臨時職員が多いの
ですが、今、臨時職員が農協職員の
資格認証をたくさん受けており、臨時
職員であっても一生懸命勉強してくれ
ています。レギュラーがぼやぼやしてい
ると、臨時職員の方がたくさんの資格
を持っている、こういう状況です。最上
級の１級職にもどんどんチャレンジしてく
れています。受験に際しては、能力の
高い職員が先生になって勉強会を開
くなど、研修をやっています。

次は、組合員の育成です。例えば、
以前は総代会を午前中から始めて、
お昼に弁当を出していました。しかし、ど
うせ弁当を出すならと、総代会は午後
にして、午前中は総代の研修会として
農協運動を勉強するようにしました。

このように、協同組合運動を進めて
いくには、職員だけを教育すればいい
というものではなくて、組合員も一緒に
人づくりをする必要があると思います。

2005〜08年の３カ年間で、組織の
基盤拡大を進めました。どんどん正組
合員が減少する中、２年間内部で組
合員基盤拡大について議論し、３カ
年計画の運動に取り組むことを決めま
した。

このときに組合員課を新設しました。

家の光教育文化セミナー、あるいは
組合員化対策プロジェクトなどを立ち
上げました。現在は、組合員課と生活
課を統合して、組合員生活課という名
称で取り組んでいます。

運動当時は、職員1人当たり年間
10人の組合員拡大を進めました。3年
間継続し、5,000人の新規加入獲得
に努めました。

現在は、運動を実施していません
が、准組合員数をどうやって増やす
か、そして農協利用をどうやってお願
いするかが課題です。2013年に総合
ポイント制度のシステムを導入し、准組
合員にメリットがあることを訴えています。
ＪＡ本店のすぐ横に、年商16億円の
Ａコープがあり、正組合員はもとより、多
くの准組合員にも利用していただいて
います。ポイント制度も活用して、どう立
体的に利用拡大に向けた取り組みを
打ち出していくかが課題です。

女性部員は、合併当時は3,200人
おりましたが、今は1,400人ほどに激減
しました。さまざまな要因がありますが、
役員になりたくない、本店活動が多く
出掛ける機会が増えるなどの意見が
あります。対策を協議し、結論的には、
本部活動よりも地域活動を主体とし
て、支部活動を充実させるように見直
しを実施しました。

それぞれの支部で女性部活性化
検討委員会を立ち上げて、どうやったら
女性部が生き生きとして活動ができる
か、現在でも討議を継続しています。当

「ＪＡ三次における組合員育成の
 現状と課題」

新田　靖　氏
ＪＡ三次　代表理事副組合長

職員育成の３つの視点

組合員拡大運動

女性部の結集力

事例発表２

―女性の正組合員化の成果と現状を踏まえて―

職員、組合員も一体的に
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時は婦人大学と呼んでいましたが、最
近では女性セミナーと、女性組織の
リーダー育成を目的とした、さまざまな
研修会を開催しています。また、組合
員外でも参加できる「ひまわり大学」を
開催しており、若い世代を対象に新た
な文化活動を展開しています。

組合員の拡大運動により、女性の
正組合員加入率は41％ほどになりまし
た。女性総代が14％、女性理事が３
人います。

感心しているのは、女性部の大会
や、あるいは家の光大会など大きな大
会をやるときには、例えば、規模500人
と言ったら、500人きっちりと集めてきま
す。総代は550人集めようと思っても、
実際には400人ぐらいしか集まりませ
ん。女性部はそれだけの力がある。絆
がちゃんとできているからでしょう。

女性の方が小まめで、いろんな仕
組みをつくってくれます。生き生きとした
組織づくり、自分たちで頑張ろうじゃな
いかと、そうした人づくりの意識を持っ
ています。初めから、集まれ、集まれ、で
は集まってきません。人がどのように支
え合うか、ここが基本ではないかと思っ
ています。

農産物直売はアンテナショップと呼
んで、広島市内に「きん菜館」という
施設を2001年に建てました。広島まで
朝晩２便、車を走らせて、JA管内の
農産物を販売しています。これまで「き

ん菜館」で獲得した金額は約70億
円。これだけの額を広島の街から、三
次へ持ち帰ったことになります。

ここを基点に、デパート、スーパー、
生協と、2014年度末時点で21店舗
のインショップを展開しています。イン
ショップは全て買い取りで、店舗によっ
て手数料は違います。

また、2015年春には地元に「トレッタ
みよし」という交流施設をつくりました。3
月にオープンし、これまで１億5,000万円
くらい売り上げています。トレッタの会員
が300人余り、「きん菜館」の関係が
1,000人余りで、組合員の3分の1が加
入しています。

次は集落法人です。集落法人の
人づくりや組織づくりをどうやって進
め、組合員の役に立つＪＡとしてどう取
り組むのか。ここを真剣にやれば、法
人が米をよそに流したり、農産物をよ
そに売ったり、そんなことはないと考えて
います。それぞれの法人では、設立ま
で100回程度、会合を開催します。当
然、夜になります。親密で力になるJAと
して、しっかりと取り組むことで、必ず一
丸となってJAへ結集いただけると考え
ています。現在、33法人ですが、50法
人あれば、管内の総面積の２分の１を
法人組織でカバーできるとみて、50法
人を目標に進めています。

集落法人のグループ組織化も進
めています。大豆、農産加工、農機共

同利用のネットワークを設立して、そう
した共同利用などを進めています。

集落法人には、ＪＡが出資していま
す。法人の出資額の３分の１以内、
500万円を限度としています。2014
年度は米だけを考えると経営は大変
だったと思いますが、19法人のうち単
年度で赤字を出したのは7法人だけ。
残りの12法人は立派な黒字でした。
分析してみると、他の作物も生産し、
加工もやっています。パンを製造し、軽
トラックで販売している法人もあります。
また、最近、和牛を飼い始めた法人も
あります。

水田のカバー率は32％です。目標
の50％までだいぶ近づいてきました。し
かし、50法人となると、なかなか厳しい
状況です。リーダーがいないから法人
にできない。こういう集落がたくさんあり
ます。こうした状況ですので、ＪＡが直
営で法人をつくるべきではないかと、２
年前から検討してきました。来年度か
ら直営の法人を始める計画がありま
す。

具体的には、新規就農、担い手が
いない状況で、ＪＡが直営法人をつ
くって、担い手を育成しようというもので
す。土地利用型ではなく、野菜を中心
とした集約型で、直売所への出荷を
想定し、1,000万円を目指す若い人を
育てていこうと考えています。２年間研
修し、地域で活躍していただく計画で
す。

産直の仲間づくり

集落法人の育成・出資



JA甘楽富岡は2014年に合併20
年を迎えました。営農経済事業を中
心に、かなりドラスティックに事業改革し
ました。組合員の手取り最優先の営
農経済事業にすること、そして、営農
経済事業の収支均衡、もしくは若干
の黒字が出るようにすること、これらを
組合員の皆さんと悪戦苦闘しながら
実践してきました。

端的に言えば、地域のコミュニ
ティーは、信用や共済事業がなくても
成立するのです。しかし、営農経済事
業がなかったら、コミュニティー自体が
成立しない。そうした考え方のもと、組
合員組織を改編整備しました。

ポイントは、准組合員も、正組合員
も、恩恵や共益は汗をかかないで受
けられるはずはないということです。コ
ミュニティーを支える活動の中に、作
業は共同作業をしましょう。農作業もで
きるだけ共同でやりましょう。それから、
管内でやる事業活動は協同、そこでで
きた作品は、消費者の皆さんと協働し
よう、この“３つのキョウドウ”を、営農経
済事業のなかで具体的に進めてきま
した。

ずっと全国を歩かせていただいて、
痛切に感じることがあります。職員だけ
優秀で、駄目な組合員がいっぱいいる
ＪＡはありません。駄目な組合員がいっ
ぱいいるところで、いい職員がいっぱい
いるＪＡもないのです。いい組合員がい
るところに、いい職員が触発されて育
つ。現場でやる共同作業こそが教育

なのです。

2014年の統計資料をみると、共通
管理費を配賦して営農指導費を充
当しても、営農経済事業が黒字計
上されていたのは131ＪＡで、全体の
18.4％でした。次に、営農経済事業が
共通管理費配賦後に黒字だけれど
も、指導事業関係を充当すると赤字
化してしまうのは167ＪＡ、全体の23.5％
です。共通管理費配賦後に営農経
済事業が完全に赤字になるのは413Ｊ
Ａ、58.1％です。指導事業費用は、１Ｊ
Ａあたり平均１億5,500万円。かなりの
金額を指導費に充てているという感じ
がします。

指導賦課金をずっと頂いているとい
うＪＡは、ほとんどないと思います。実は、
指導賦課金は取れなくなったのでは
なくて、取らなくなったのですね。信用と
共済事業で利益を計上できるから、
指導賦課金は取らないでおこうと。組
合員が取るなと言ったわけはないので
す。しかし、指導賦課金を堂 と々頂ける
ようになるまで、ＪＡはいばらの道を歩か
なければならないと思っています。

買い取り販売をしているＪＡも少ない
と思います。販売事業は２％、３％の手
数料でやっていける時代ではありませ
ん。２％、３％でできるのは、集荷し検品
して市場へ送る、このくらいです。農業
法人同士の取引では、15％以下なん
てありません。今、ＪＡが手数料を15％
にしますと言ったら、組合員にとても理
解を得られません。しかし、15％もらって

も、組合員の理念をきちんと担保でき
る仕組みをつくることが必要だと考えて
います。

当ＪＡの購買事業は、現在も大部
分は系統から仕入れています。価格
は市況に基づいて、組合員と決めて
います。仕入れ原価も、どこから仕入れ
て、いくらで仕入れたか、全部公開。
組合員はＪＡがいっぱい儲けていると
思っていたようですが、全部開示した
ら、理解いただけるようになりました。
例えば、物流倉庫をつくると２億5,000
万円かかる、手数料をいくらに上げな
いと償却できませんと示す。そうしたら、
1,500万円でできるテント倉庫でいいよ
となります。良い悪いは、全て組合員に
購買品取引委員会で決めてもらいま
す。

資材の申し込みは、生産部会の資
材係、生産者が行います。部会で集
約して、ＪＡはそれをいただくだけ。配送
もJAはしません。組合員は軽トラか２ト
ン車を持っています。配送業務はＪＡ
のサービスではありません。配送はコス
トなのだと理解いただいています。

合併後、職員教育のため、組合員
の顔が見えて、対応ができる営農経
済事業に新入職員を置いています。
営農経済事業は、人づくりの方法が
信用事業とまったく違います。営農経
済事業は11部署あります。営農部署
だけでも、３年ずつぐるぐる回ると、定年
までいられます。営農事業は１年、２年
でさよならしたら、傾向と対応はできま

コミュニティーと営農事業

指導事業を適正評価

完全公開でコストに理解

黒澤　賢治　氏
ＪＡ人づくり研究会　副代表

「ＪＡ改革の基本となる営農事業の 
 展開について」
―営農の収支構造改革の道しるべ―

事例発表３
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営農経済事業こそ可能性
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せん。営農センターも含めて、バランスよ
くキャリアアップができる仕組みを営農
事業の中に置いているところも、特徴
的なところだと思っています。

農業振興計画の策定に当たり、
組合員に186項目の意向調査をして
います。優先順位の高いところから計
画に組み込みます。非常に公平です。
組合員ニーズの最大公約数をカバー
し、どうスピーディーに具体化するか、こ
れが農業振興計画や地域振興計画
を作成する上で最大のポイントです。
ですから、ＪＡは必要なことに対応して、
それ以外は協同活動の中でやってい
るというのが、組合員にも分かるので
す。

組合員が新しくものをつくるとき、企
画書を作成していただくようにしていま
す。プレゼンをしてもらって、多少、ＪＡの
マーケティングをやっている職員が手
直しします。これに基づいて、生協や大
手量販店のバイヤーに渡しています。
組合員が正しくプレゼンできるように、
販売事業はしっかりと学習いただいて
います。

生産部会の事務局は、よくＪＡ職員
がやりますが、皆さんはルールをつくっ
ていますか。当ＪＡは合併前から、営農
指導員の実務に対して、業務委託契
約を代表理事組合長と、部会長で結
んでいます。具体的に何をやるか、どこ
からどこまでＪＡの職員がみるのか、組

織の中で自己完結するのかと、きちんと
領域を決めて、契約を結んでいます。
その範囲の中で対応をさせていただ
いています。

集落座談会も、ＪＡ職員がやっては
駄目です。組合員にやってもらいます。
会場準備から、出欠確認から、書記
を全部やってもらいます。相当部分を
自主的に組合員にやっていただくと、
ぼうっとしている職員なんていなくなりま
す。きびきびできる職員だけ残るようにな
るのです。

昔と違い今は、組合員を准組合員
と正組合員の２つに分けるだけでは、
協同活動をスムーズに進めることはで
きません。当JAでは、アマチュア、セミプ
ロ、プロ、スーパープロの４階層に分け
ています。例えば、設備投資では、アマ
チュアとプロでは、提案の仕方も変わり
ます。

個別経営体と法人の経営管理を
行っています。それぞれに経営改善策
を提案させていただき、可処分所得
が増えた途端に組合員と営農指導
員の信頼関係が変わっていきます。こ
れは、組合員が営農指導員を育てて
くれているのです。彼らが他の部署で
管理職になるときに、大きな自信を持っ
て、営農経済事業からステップアップ
できるようになります。

全国的に大型合併が進んで以
降、優秀な職員は、信用や共済事業
に配置転換されてしまったように感じ
ています。営農経済は、指導事業が
あって、販売、購買、利用、加工、直
販、この６つの事業をうまくコーディネー
トしないと、組合員の充足感は生まれ
ず、消費者にきちんと商品を提供する
ことができません。そうした意識で、ＪＡ
内で討議して、営農経済をきちんと位
置付けていただけるとありがたく思いま
す。

今のフードシステムを冷静に見てい
ると、隙間がいっぱいあります。ＪＡが参
入できる、ＪＡが仕事としてやれる事業
が一番残っているのは、おそらく営農
経済事業だと思っています。これから、
知恵を持って、創造的な改革ができ
れば、大きな可能性があると見ていま
す。

それから、ＪＡいわて花巻と、JA横浜
は連携をしていますが、自分のＪＡの
弱点を補足してくれるJAと良好な関
係をつくる、事業連携というのは全国
的に意外としていないですね。特に役
員の方は自分の組織の中だけを見る
ことが多く、そうすると、自分の組織の良
さを忘れてしまいます。組織を見つめ
直す意味でも、680近くあるJAとの良
い関係をつくっていく。これをやってい
かないと、本当の創造的改革はできな
いだろうと思っています。

8 JA人づくり研究会通信

組合員が自ら運営

多様化する組合員への対応



相互討議・意見交換

営農指導というのはパーソナルコミュニケーションだと思っています。営農指導員、特に先輩と後輩のつながり、年齢的にど
のような配置になっていますか。

ＪＡ甘楽富岡では、採用してすぐ営農指導員になることはありません。２、３年、営農の指導員ではない現場部署において、
使えそうな人材を営農指導員に育てています。また、組合員に営農アドバイザリースタッフを委嘱し、組合員の皆さんに職員
を育ててもらうようにしています。25、26歳から28歳ぐらいが、うちの営農指導員の一番若いレベルです。

そして、将来課長になる次席か係長か、課長補佐に若い職員の世話係をお願いします。その上で営農アドバイザリース
タッフに技術や経営のテクニカルな部分について、知恵を授けていただいています。勉強はＪＡだけでは駄目です。商品戦
略などは、外部との商談や交流の中で資質を磨いていきます。

ここ３、４年、新卒の希望者の中に、営農指導をやりたいという人が多い。採用した中で、優秀な、これだという職員を営農
経済へいきなり配置しています。ここで３年ぐらい営農指導を勉強させます。

営農指導を希望する若い人が多いというのは、どういうことなのでしょうか。

産直や食育への関心が高まっているからでしょう。当ＪＡでも、直売をやってみたい、生活で食育をやってみたいという希望
が半分ぐらいあります。

私の宇都宮大学時代の最後の頃のゼミで教え子が7人いましたが、4人は農協に進みました。農学部農業経済学科と
いうこともありますが、農業や農協に対する見方がだいぶ変わってきています。農業そのものというより、直売所や食育など、い
ろいろなものが授業科目にあります。特に、農協に進みたいという人は、大学の授業とは別にイベントに参加したりしています。
そういう割とできのいい学生が、単位農協に入りたいという傾向が出てきています。

まさに言われるとおりです。ここ数年、女性の営農指導員が増えてきました。経営指導をさせると、緻密なプランニングは、女
性の方がずっとできます。ＪＡの営農経済事業も、男型の社会から変えていった方がいいと、つくづく感じています。

八巻正好　ＪＡ伊達みらいＯＢ 

黒澤賢治　人づくり研究会・副代表

新田靖　ＪＡ三次・代表理事副組合長

司会

高橋勉　ＪＡいわて花巻・代表理事副組合長

守友裕一　ＪＡ人づくり研究会・副代表（福島大学特任教授）

黒澤賢治　ＪＡ人づくり研究会・副代表

営農指導員

今改めて考えるJＡ改革と、組合員の
運営参画と意思反映の実践方法

研究テーマ
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相互討議・意見交換

都市農業と、農業所得で生活していかなければいけないＪＡ甘楽富岡では、大きな違いあると思います。もし、黒澤さんがＪ
Ａ横浜の営農指導事業を変えていくとしたら、何から手を付けますか。

一番簡単なのは、全部そっくりスタッフを変えることです。既成概念を持っていては改革できません。自分の保身も出てきま
す。私も営農本部長に就任したときに、管理職は全部出しました。一人も残さず。ぼうっとしているのに、次席をやっているのが
いる。これに火が付くと成長します。

40代、50代の職員をどうやって活性化していきますか。

30代、40代は、職員としてキャリアを積んでいく上で、最後に変われるチャンスの世代だと思っています。農協のことも分かる
し、地域のことも分かるし、将来の課題も分かっている。そういう時期に、厳しい仕事にあたり、ＯＪＴで育てていく、こんなふうに
思っています。研修だけでは無理なので、そういう場を農協が与えていくことが必要ではないかと思います。

ＪＡ甘楽富岡の組合員調査について、かなり農協職員の仕事を限定しているという印象を受けました。逆に言うと、東京
の場合、すべての業務を農協で行っているということなのですが、現場との軋轢みたいなものがあれば、お聞かせいただきた
い。

組合員の皆さん、農事組合長が調査用紙を持って、自分のコミュニティーを歩きます。ＪＡがやるから、回収率が悪くなるの
です。自分が農事組合長をやらなければならないこともありますから、そのときに協力してもらえないと困ることになります。組合員
同士でやってもらうことが、回収率を上げる最大のポイントです。

部会との関係性も重要です。これを野放図にしておくと、組合員にあごで使われようになる。職員は組合員の皆さんと雇用
契約を結んでいるわけではなくて、ＪＡと雇用契約を結んでいるのです。組合員の皆さんにサービスでやっていることも、ずっと
やっているとサービスでなくなってしまいます。基本的にＪＡとして、営農指導としてやらなければならないことは外さないようにし
て、組織で自己完結できることは全て組織でやってもらう。そして、確認の意味で委任契約を結ばせていただいています。

組合員が自分たちでお茶を出して、自分たちで議事録を書く。うちの地域でそれをやろうとすると、何で職員がいるのに、給
料を払っているのに、となってしまいます。私はＪＡ役員を退任した立場ですが、今、地元の実行組合の組合長をしています。
農協は大きな組織ですが、実行組合が積み重なってできています。組合員が自分たちの組織だという意識を持ってやって
いかないと成り立ちません。また、組合員だけ、職員だけ一生懸命走り回っても駄目。やはり両輪がかみ合ってやっていくのが
大事だと考えています。

波多野優　ＪＡ横浜・常務理事

黒澤賢治　ＪＡ人づくり研究会・副代表

司会

上野敏浩　ＪＡ安芸・代表理事組合長

井上和美　ＪＡ東京中央会・常務理事

黒澤賢治　ＪＡ人づくり研究会・副代表

加藤久雄　ＪＡちば東葛・前副組合長

職員の意識改革

組合員・組織づくり
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われわれの地域も集落営農に力を入れています。法人化も含め、だいぶ組織化を進めています。カバー率は60％以上あ
りますが、集落営農、法人化を進めると、農業をやめて准組合員になる、あるいは脱退するということがあります。ＪＡ三次の状
況はいかがでしょうか。

当初は、法人化すると、もう農協へ加入していなくてもいいじゃないか、必要なくなるという話がありました。しかし、決してそうで
はありません。農業を法人がやってくれるだけで、あなたは金融や共済、生活事業で、農協との関わり合いはあるじゃないか
と。正組合員を脱退しても、利用できないことはないですが、これまで農業を続けてきたのだから、これまでどおり正組合員とし
てやってほしいと説明しています。

法人の中で、組合員の農家はだいたい2,000戸ほどになります。法人化したことで脱退したのは１人もいません。法人化を
進めるときに、話し合いの中で説明し続けていますから、心配ないと思っています。ただ、農業をやめて子どものところへ行くと
か、そういった理由での脱退はあります。

高橋勉　ＪＡいわて花巻・代表理事副組合長

新田靖　ＪＡ三次・代表理事副組合長

集落営農の組織化

まとめ

　ＪＡ三次の報告は、法人と農協との関係をどうするか、どうあるべきか、あるいは地域との関係はどうあるべきか、非常に
示唆に富む話でした。
　大合併した農協が多い中、地域との関係、あるいは組合員との関係が非常に遠くなっています。支店と地域、組合
員との関係は、農協によってさまざまだと思います。黒澤さんの話を原点として、皆さんで翻訳しながらつくりかえていただ
きたいと思います。

 今村奈良臣　ＪＡ人づくり研究会・代表
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　人事異動により2年半ぶりに、JA人づくり研究会通信の
編集を中心にお手伝いをさせていただくことになりまし
た。メンバーシップをテーマに話し合われた第24回研究
会では、発表JAが築くJAと組合員の強固な関係性に驚き
ました。
　研究会事務局を離れていた間には、JA全中に出向し、広
報部の業務を担当させていただきました。新聞広告やテレ
ビなどを使った広報に携わり、JAを知らない一般生活者に

いかに良いイメージを持ってもらうか、広告原稿づくりに苦
心しました。そこで分かったのは、組合員以外の人はJAや
協同組合をよく知らないという事実でした。都市住民はも
ちろん、地域住民、組合員の第２世代など、JAと接点が薄
い人ほど、当然理解は乏しい。そんな中、さまざまなマスコ
ミ報道により、JAや農業の現場が混乱しています。あらた
めて日本農業新聞という立場で、JAの情報発信を支え、強
固なメンバーシップを築く力となりたいと考えています。

日本農業新聞　広報局事業開発部
加藤　朋幸情報発信で JAを支える

事務局だより

第25回研究会のご案内
平成28年2月10日（水） 午前10時30分～午後５時30分

東京都千代田区大手町1-3-1 ＪＡビル36階　大会議室

（ＪＡ・連合会・中央会の職員はオブザーバーとして参加できます）
ＪＡ・連合会・中央会の常勤役員

ＪＡ人づくり研究会

「ＪＡやつしろにおける事業改革と人づくりの現状と課題」
――組合員との話し合いによる作目転換をどう進めて来たか――
JAやつしろ　経済事業本部長　平山　義明氏

「ＪＡやつしろにおける作目転換を可能にした営農技術体系
整備（営農指導）と販売体制（マーケティング）の確立」
JAやつしろ　営農部　指導係長　富永　隆裕氏

「大規模生産法人としてＪＡに望むこと」
サカタニ農産　代表理事　奥村　一則氏

メンバーの参加・利用・運営による事業改革を進めるために。
その人材育成はいかにあるべきか。

日  時

研究テーマ

会  場

参加対象

（１団体で複数参加する場合＜オブザーバーも含む＞は、２人目から１万円）
会員　1万5千円　会員外　2万円
参加費

事例
発表 1

事例
発表

問題
提起

2

相互討議 意見交換

プ
ロ
グ
ラ
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